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幼児教育・保育の無償化の安定した運用を求める意見書（案） 

 
 政府は、幼児教育・保育の無償化を２０１９年１０月から実施するため、今般、
子ども・子育て支援法改正案を閣議決定した。 
幼児教育・保育の無償化は、子育て世代の経済的負担を軽減するだけでなく、

子供たちの人格形成の基礎が培われる幼児期に、質の高い教育・保育の機会を保
障する重要な施策である。 
本施策の財政措置については、「教育の無償化に関する国と地方の協議」にお

いて、地方側の主張を踏まえた負担割合が示され、国と地方の合意がなされた。   
また、幼児教育・保育の質の確保・向上等については、引き続き、国と地方の

協議の場に委ねることになっている。 
よって、政府においては、協議にあたり、地方の意向を十分に反映させたうえ

で、幼児教育・保育の無償化の確実かつ円滑な実施に向け、下記の事項について
所要の措置を講じられるよう強く求める。 
 

                 記  
 
１ 幼児教育・保育の無償化の実施に必要な財源については、地方自治体に過度
な負担が生じないよう、国の責任において、適切かつ明確な措置を講じること。 

 
２ 幼児教育・保育の無償化に伴う更なる保育ニーズ拡大に対応するため、保育
士等の人材確保及び処遇改善等を実施すること。 

 
３ 幼児教育・保育の無償化の円滑な実施のため、認可外保育施設等に係る質の
確保・向上を図るための仕組みを早急に構築すること。 

  
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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